
報告第２号 

 

   専決処分の報告について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、議会の議決により

指定された事項について次のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。 

 

  令和４年３月２２日提出 

 

恵庭市長 原 田   裕   

 

記 

 

１ 案件名 

令和３年１月２２日午後３時３０分頃に発生した市道南２０号島松線と市道島松中通の

交差点において排雪作業中の直営貨物自動車が道路横断中の歩行者と接触し、当該歩行者を

負傷させた事故に係る和解及び損害賠償額の決定 

２ 和解の相手方 

  （住所）                 

  （氏名）                      

３ 和解の要旨 

  歩行者を損傷させた事故について、市は、直営貨物自動車の運転に瑕疵があったことを認

め、その損害を賠償する。 

４ 損害賠償の額 

  治療費他 ３２１，２１９円 

５ 専決処分年月日 

  令和４年２月１８日 
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報告第３号 

 

   専決処分の報告について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、議会の議決により

指定された事項について次のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。 

 

  令和４年３月２２日提出 

 

恵庭市長 原 田   裕   

 

記 

 

１ 案件名 

令和４年１月１７日午後３時１５分に発生した市道戸磯工業団地３番線において公用自

動車が走行中の自動車に接触し、当該自動車を損傷させた事故に係る和解及び損害賠償額の

決定 

２ 和解の相手方 

  （住所）               

  （氏名）        

３ 和解の要旨 

  自動車を損傷させた事故について、市は、公用自動車の運転上の瑕疵による過失割合を９

割と認め、その損害を賠償する。 

４ 損害賠償の額 

  修理費 ４６７，２２１円 

５ 専決処分年月日 

  令和４年２月２５日 
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報告第４号 

 

   専決処分の報告について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、議会の議決により

指定された事項について次のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。 

 

  令和４年３月２２日提出 

 

恵庭市長 原 田   裕   

 

記 

 

１ 案件名 

令和４年２月６日午前３時４０分に発生した市道南２０号島松線と市道西６線の交差点

において除雪作業中の直営歩道除雪車が歩道上の信号機に接触し、当該信号機を損傷させた

事故に係る和解及び損害賠償額の決定 

２ 和解の相手方 

  （住所）                 

  （氏名）                     

３ 和解の要旨 

  信号機を損傷させた事故について、市は、歩道除雪車の運転に瑕疵があったことを認め、

その損害を賠償する。 

４ 損害賠償の額 

  修理費 ３７４，０００円 

５ 専決処分年月日 

  令和４年３月１日 
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報告第５号 

 

   専決処分の報告について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、議会の議決により

指定された事項について次のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。 

 

  令和４年３月２２日提出 

 

恵庭市長 原 田   裕   

 

記 

 

１ 案件名 

  令和３年１２月５日午前７時１８分頃に発生した国道３６号線を緊急走行中の救急車が自

動車と接触し、当該自動車のバンパーを損傷させた事故に係る和解及び損害賠償額の決定 

２ 和解の相手方 

  （住所）                 

  （氏名）            

３ 和解の要旨 

  自動車のバンパーを損傷させた事故について、市は、救急車の運転上の瑕疵による過失割

合を２割と認め、その損害を賠償する。 

４ 損害賠償の額 

  修理費 ４２，９７９円 

５ 専決処分年月日 

  令和４年２月１４日 

7



8



議案第２３号 

 

恵庭市長及び副市長の給与に関する条例等の一部改正について 

 

 恵庭市長及び副市長の給与に関する条例等の一部を次のとおり改正することについて議決を

求める。 

 

  令和４年３月２２日提出 

 

恵庭市長 原 田   裕   

 

記 

 

   恵庭市長及び副市長の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

（恵庭市長及び副市長の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 恵庭市長及び副市長の給与に関する条例（昭和２３年条例第２０号）の一部を次のよ

うに改正する。 

現行 改正案 

第 1 条～第 2 条 (略) 

 

第 3 条 市長等に対しては、期末手当及び寒冷地

手当を支給する。 

2 期末手当は、6 月 1 日及び 12 月 1 日(以下こ

れらの日を「基準日」という。)にそれぞれ在

職する者に支給する。基準日前 1 箇月以内に退

職し、又は死亡した者についても、同様とする。 

3 期末手当の額は、前項の基準日現在における

給料月額及びこれに 100 分の 20 を乗じて得た

額の合計額に 100 分の 222.5 を乗じて得た額

に、基準日以前 6 箇月以内の期間におけるその

者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、

第 1 条・第 2 条 (略) 

 

第 3 条 市長等に対しては、期末手当及び寒冷地

手当を支給する。 

2 期末手当は、6 月 1 日及び 12 月 1 日(以下こ

れらの日を「基準日」という。)にそれぞれ在

職する者に支給する。基準日前 1 か月以内に退

職し、又は死亡した者についても、同様とする。 

3 期末手当の額は、前項の基準日現在における

給料月額及びこれに 100 分の 20 を乗じて得た

額の合計額に 100 分の 215 を乗じて得た額

に、基準日以前 6 か月以内の期間におけるその

者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、
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現行 改正案 

当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。 

(1) 6 箇月 100 分の 100 

(2) 5 箇月以上 6 箇月未満 100 分の 80 

(3) 3 箇月以上 5 箇月未満 100 分の 60 

(4) 3 箇月未満 100 分の 30 

 

第 4 条 (略) 

当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。 

(1) 6 か月 100 分の 100 

(2) 5 か月以上 6 か月未満 100 分の 80 

(3) 3 か月以上 5 か月未満 100 分の 60 

(4) 3 か月未満 100 分の 30 

 

第 4 条 (略) 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

（恵庭市教育委員会教育長の給与等に関する条例の一部改正） 

第２条 恵庭市教育委員会教育長の給与等に関する条例（昭和３１年条例第２３号）の一部を

次のように改正する。 

現行 改正案 

第 1 条・第 2 条 (略) 

 

第 3 条 教育長に対しては、期末手当及び寒冷地

手当を支給する。 

2 期末手当は、6 月 1 日及び 12 月 1 日(以下こ

れらの日を「基準日」という。)にそれぞれ在

職する者に支給する。基準日前 1 箇月以内に退

職し、又は死亡した者についても、同様とする。 

3 期末手当の額は、前項の基準日現在における

給料月額及びこれに 100 分の 20 を乗じて得た

額の合計額に 100 分の 222.5 を乗じて得た額

に、基準日以前 6 箇月以内の期間におけるその

者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、

当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。 

(1) 6 箇月 100 分の 100 

(2) 5 箇月以上 6 箇月未満 100 分の 80 

(3) 3 箇月以上 5 箇月未満 100 分の 60 

(4) 3 箇月未満 100 分の 30 

 

第 4 条～第 6 条 (略) 

第 1 条・第 2 条 (略) 

 

第 3 条 教育長に対しては、期末手当及び寒冷地

手当を支給する。 

2 期末手当は、6 月 1 日及び 12 月 1 日(以下こ

れらの日を「基準日」という。)にそれぞれ在

職する者に支給する。基準日前 1 か月以内に退

職し、又は死亡した者についても、同様とする。 

3 期末手当の額は、前項の基準日現在における

給料月額及びこれに 100 分の 20 を乗じて得た

額の合計額に 100 分の 215 を乗じて得た額

に、基準日以前 6 か月以内の期間におけるその

者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、

当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。 

(1) 6 か月 100 分の 100 

(2) 5 か月以上 6 か月未満 100 分の 80 

(3) 3 か月以上 5 か月未満 100 分の 60 

(4) 3 か月未満 100 分の 30 

 

第 4 条～第 6 条 (略) 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

（恵庭市議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部改正） 
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第３条 恵庭市議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例（昭和３１年条例第１８号）

の一部を次のように改正する。 

現行 改正案 

第 1 条～第 3 条 (略) 

 

(期末手当) 

第 4 条 議長、副議長及び議員で 6 月 1 日及び

12 月 1 日(以下これらの日を「基準日」という。)

にそれぞれ在職する者に対し、期末手当を支給

する。基準日前 1 月以内に任期満了等又は死亡

によりその職を離れた者についても、同様とす

る。 

2 期末手当の額は、それぞれ前項の基準日にお

ける議員報酬月額及びこれに 100 分の 20 を乗

じて得た額の合計額に100分の222.5を乗じて

得た額とする。 

3・4 (略) 

 

第 5 条 (略) 

第 1 条～第 3 条 (略) 

 

(期末手当) 

第 4 条 議長、副議長及び議員で 6 月 1 日及び

12 月 1 日(以下これらの日を「基準日」という。)

にそれぞれ在職する者に対し、期末手当を支給

する。基準日前 1 月以内に任期満了等又は死亡

によりその職を離れた者についても、同様とす

る。 

2 期末手当の額は、それぞれ前項の基準日にお

ける議員報酬月額及びこれに 100 分の 20 を乗

じて得た額の合計額に100分の215 を乗じて

得た額とする。 

3・4 (略) 

 

第 5 条 (略) 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（令和４年６月に支給する期末手当に関する特例措置） 

２ 令和４年６月に支給する期末手当の額は、第１条の規定による改正後の恵庭市長及び副市

長の給与に関する条例第３条第３項の規定にかかわらず、この規定により算出される期末手

当の額（以下この項において「基準額」という。）から、令和３年１２月に支給された期末手

当の額に２２２．５分の１５を乗じて得た額（以下この項において「調整額」という。）を減

じた額とする。この場合において、調整額が基準額以上となるときは、期末手当は、支給し

ない。 

３ 令和４年６月に支給する期末手当の額は、第２条の規定による改正後の恵庭市教育委員会

教育長の給与等に関する条例第３条第３項の規定にかかわらず、この規定により算出される
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期末手当の額（以下この項において「基準額」という。）から、令和３年１２月に支給された

期末手当の額に２２２．５分の１５を乗じて得た額（以下この項において「調整額」という。）

を減じた額とする。この場合において、調整額が基準額以上となるときは、期末手当は、支

給しない。 

４ 令和４年６月に支給する期末手当の額は、第３条の規定による改正後の恵庭市議会の議員

の議員報酬及び費用弁償等に関する条例第４条第２項の規定にかかわらず、この規定により

算出される期末手当の額（以下この項において「基準額」という。）から、令和３年１２月に

支給された期末手当の額に２２２．５分の１５を乗じて得た額（以下この項において「調整

額」という。）を減じた額とする。この場合において、調整額が基準額以上となるときは、期

末手当は、支給しない。 

12



議案第２４号 

 

恵庭市職員の給与に関する条例の一部改正について 

 

 恵庭市職員の給与に関する条例の一部を次のとおり改正することについて議決を求める。 

 

  令和４年３月２２日提出 

 

恵庭市長 原 田   裕   

 

記 

 

   恵庭市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

恵庭市職員の給与に関する条例（昭和３１年条例第８号）の一部を次のように改正する。 

現行 改正案 

第 1 条～第 16 条 (略) 

 

(期末手当) 

第 17 条 期末手当は、6 月 1 日及び 12 月 1 日(以

下この条から第 17条の 3まで及び附則第 6項第

3 号においてこれらの日を「基準日」という。)

にそれぞれ在職する職員に対して、6 月にあって

は 15 日に、12 月にあっては 5 日(その日が日曜

日に当たるときはその前々日とし、その日が土

曜日に当たるときはその前日とする。次条及び

第 17 条の 3 においてこれらの日を「支給日」と

いう。)に支給する。これらの基準日前 1 か月以

内に退職し、又は死亡した職員についても、同

様とする。 

2 期末手当の額は、期末手当基礎額に 100 分の

127.5 を乗じて得た額に、基準日以前 6 か月以内

の期間におけるその者の在職期間の次の各号に

第 1 条～第 16 条 (略) 

 

(期末手当) 

第 17 条 期末手当は、6 月 1 日及び 12 月 1 日(以

下この条から第 17条の 3まで及び附則第 6項第

3 号においてこれらの日を「基準日」という。)

にそれぞれ在職する職員に対して、6 月にあって

は 15 日に、12 月にあっては 5 日(その日が日曜

日に当たるときはその前々日とし、その日が土

曜日に当たるときはその前日とする。次条及び

第 17 条の 3 においてこれらの日を「支給日」と

いう。)に支給する。これらの基準日前 1 か月以

内に退職し、又は死亡した職員についても、同

様とする。 

2 期末手当の額は、期末手当基礎額に 100 分の

120  を乗じて得た額に、基準日以前 6 か月以内

の期間におけるその者の在職期間の次の各号に
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現行 改正案 

掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗

じて得た額とする。 

(1)～(4) (略) 

3 再任用職員に対する前項の規定の適用につい

ては、同項中「100 分の 127.5」とあるのは「100

分の 72.5」とする。 

4・5 (略) 

 

第 17 条の 2～第 22 条 (略) 

掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗

じて得た額とする。 

(1)～(4) (略) 

3 再任用職員に対する前項の規定の適用につい

ては、同項中「100 分の 120  」とあるのは「100

分の 67.5」とする。 

4・5 (略) 

 

第 17 条の 2～第 22 条 (略) 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。 

（令和４年６月に支給する期末手当に関する特例措置） 

第２条 令和４年６月に支給する期末手当の額は、改正後の恵庭市職員の給与に関する条例第

１７条第２項（同条第３項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）及び恵庭市職員

の給与に関する条例（以下この項において「給与条例」という。）第１７条第４項若しくは

第５項若しくは第１９条第１項から第３項まで、第５項若しくは第６項又は公益的法人等へ

の職員の派遣等に関する条例（平成１３年条例第２５号）第４条の規定にかかわらず、これ

らの規定により算定される期末手当の額（以下この項において「基準額」という。）から、

令和３年１２月に支給された期末手当の額に、同月１日（同日前１か月以内に退職した者に

あっては、当該退職をした日）における次の各号に掲げる職員（給与条例の適用を受ける者

をいう。以下この項において同じ。）の区分ごとに、それぞれ当該各号に定める割合を乗じ

て得た額（以下この項において「調整額」という。）を減じた額とする。この場合において、

調整額が基準額以上となるときは、期末手当は、支給しない。 

(1) 再任用職員（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条の４第１項、第２８

条の５第１項又は第２８条の６第１項若しくは第２項の規定により採用された職員をい

う。次号において同じ。）以外の職員 １２７．５分の１５ 

(2) 再任用職員 ７２．５分の１０ 
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２ 令和３年１２月に恵庭市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４２年条例第１６

号）第１１条の規定に基づき期末手当を支給された者に対する前項の規定の適用については、同

項中「令和３年１２月に支給された期末手当の額に、同月１日（同日前１か月以内に退職した者

にあっては、当該退職をした日）における次の各号に掲げる職員（給与条例の適用を受ける者を

いう。以下この項において同じ。）の区分ごとに、それぞれ当該各号に定める割合を乗じて得た」

とあるのは、「恵庭市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４２年条例第１６号）

の適用を受ける者との権衡を考慮して規則で定める」とする。 

（規則への委任） 

第３条 前条に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 
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議案第２５号 

 

市営住宅恵央団地６号棟新築工事の内建築工事の請負契約の締結について 

 

 議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年条例第１０号）

第２条の規定により、市営住宅恵央団地６号棟新築工事の内建築工事の請負契約を次のとおり

締結することについて議決を求める。 

 

令和４年３月２２日提出 

 

恵庭市長 原 田   裕   

 

記 

 

１ 工 事 名  市営住宅恵央団地６号棟新築工事の内建築工事 

 

２ 契 約 金 額  ６９６，０８０，０００円 

 

３ 契約の相手方  恵庭市相生町４丁目６番３０号 

          株式会社玉川組 

          代表取締役 玉 川 裕 一 

           

４ 契約の方法  ５者による事後審査型条件付一般競争入札 
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事後審査型条件付一般競争入札参加業者一覧 

 

株式会社玉川組 

恵庭建設株式会社 

株式会社宮崎組 

株式会社よねざわ工業 

郷土建設株式会社 

 

                         以上 ５者 
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工事名：市営住宅恵央団地6号棟新築工事の内建築工事
工事場所：恵庭市恵央町17番地

工事概要：鉄筋コンクリート造　5階建
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議案第２６号 

 

   市道の認定について 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２項の規定により、市道を次のとおり認定す

ることについて議決を求める。 

 

  令和４年３月２２日提出 

 

恵庭市長 原 田   裕   

 

記 

 

市 道 認 定 路 線 

 

路線番号 路 線 名 起点終点 重要な経過地 

１５４４ 島松北２４番線 

島松旭町１丁目１９４番地 

 
島松旭町１丁目２６８番地１２ 
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市 道 認 定 路 線 

 

路線番号 路 線 名 敷地幅員 実 延 長 総 延 長 

１５４４ 島松北２４番線 8.0m 67.00m 75.00m 
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土地家屋現況図

縮尺  1：10000
100 50 0 100 200 300 400 500

copyright(C)2013 ZENRIN CO., LTD.(ライセンス番号:2013001556)
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路線図

（島松旭町地区：新規認定）

凡　　　　　例

新規認定

起点　　　　　　終点　

●

道道島松千歳線

道道江別恵庭線

1544　島松北24番線

道道島松停車場線

柏木川



議案第２７号 

 

令和３年度恵庭市一般会計補正予算（第１１号）  

 

令和３年度恵庭市一般会計補正予算（第１１号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ７６８，０１８千円を追加し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ３８，６７７，３１０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款、項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第一表 歳入歳出予算補

正」による。 

 （繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第二表 繰越明許費補正」による。 

 （地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第三表 地方債補正」による。 

 

令和４年３月２２日提出 

 

恵庭市長 原 田   裕 
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（追　加） （単位　千円）

4-5

4-15

1-2

5

6 47,21210 教 育 費 恵み野中学 校校 舎屋 上防 水改 修事業費3 中 学 校 費

74,374

2 総 務 費 1 総 務 管 理 費 学 校 感 染 予 防 対 策 事 業 費

10 教 育 費 3 中 学 校 費 柏 陽 中 学 校 エ レ ベ ー タ ー 新 設 事 業 費

7 商 工 費 1 商 工 費 5,011市 内 消 費 拡 大 事 業 費

第　二　表　　繰　越　明　許　費　補　正

款 項 事　　　業　　　名 金　  額

608,5982 総 務 費 1 総 務 管 理 費 感 染 防 止 対 策 協 力 支 援 金 支 給 事 業 費

17,550

2
9



　

（変　更）　　　　　　　　　　　              　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　 （単位　千円）

起 債 の 目 的 補 正 後 の 限 度 額

学 校 教 育 施 設 整 備 事 業 債 427,200

補 正 前 の 限 度 額

353,000

第　三　表　　地　方　債　補　正
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（千円）

国庫支出金 道支出金 地 方 債 その他 一般財源

2 1 17 4-5
総 務 費 総 務 管 理 費 諸 費 学 校 感 染 予 防 対 策 事 業 費 17,550 8,775 8,775

2 1 17 4-15
総 務 費 総 務 管 理 費 諸 費 感 染 防 止 対 策 協 力 支 援 金 337,597 271,005 66,592

支 給 事 業 費
2 1 17 4-17
総 務 費 総 務 管 理 費 諸 費 学 生 応 援 事 業 費 0 30 △ 30

2 1 17 4-27
総 務 費 総 務 管 理 費 諸 費 感染予防対策事業費(介護福祉課) 7,700 7,700

4 3 3 1
衛 生 費 清 掃 費 産 業 廃 棄 物 処 理 事 業 産 業 廃 棄 物 処 理 16,761 16,761

特 別 会 計 繰 出 金 事 業 特 別 会 計 繰 出 金
4 4 1 1
衛 生 費 上 水 道 費 上 水 道 費 上 水 道 事 業 費 72 72

7 1 3 1-2
商 工 費 商 工 費 観 光 費 市 内 消 費 拡 大 事 業 費 5,011 5,011

8 2 1 1
土 木 費 道 路 橋 梁 費 道 路 橋 梁 維 持 費 道 路 橋 梁 維 持 補 修 事 業 費 261,741 261,741

10 3 3 5
教 育 費 中 学 校 費 学 校 整 備 費 柏 陽 中 学 校 エ レ ベ ー タ ー 74,374 17,136 42,800 14,438

新 設 事 業 費
10 3 3 6
教 育 費 中 学 校 費 学 校 整 備 費 恵 み 野 中 学 校 校 舎 屋 上 防 水 47,212 15,805 31,400 7

改 修 事 業 費

768,018 312,721 66,592 74,200 5,041 309,464
一般財源の内訳
財政調整基金繰入金 　309,464

国補正予算の採択による事業の促進

えにわ・花子さん愛情寄附の受領に伴う財源内訳の変更

産業廃棄物処理事業特別会計収支不足に伴う繰出金の増額

市内消費拡大事業の実施

2月豪雪に対応する除排雪経費の増額

前倒し採択による事業の促進

新型コロナウイルス感染症対策としての紫外線照射システムの購
入

人事異動に伴う児童手当負担金の増額

合　　　　　　　　　　　　計

説　明　資　料

飲食店等を対象とした営業時間短縮要請への協力支援金の増
額

新型コロナウイルス感染症対策等の学校教育活動継続支援事業
の実施

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明款 項 目 経 費 名 補 正 額

（一般会計）

補   正   額    の    財    源    内    訳

3
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議案第２８号 

 

令和３年度恵庭市介護保険特別会計補正予算（第２号） 

 

令和３年度恵庭市介護保険特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の補正の款、項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第一表 歳入歳出予

算補正」による。 

 

令和４年３月２２日提出 

 

恵庭市長 原 田   裕 

 

39



4
0



4
1



4
2



議案第２９号 

 

令和３年度恵庭市産業廃棄物処理事業特別会計補正予算（第２号） 

 

令和３年度恵庭市産業廃棄物処理事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところに

よる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５１９千円を減額し、歳入歳出予算の総額を

歳入歳出それぞれ２８９，５９９千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款、項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第一表 歳入歳出予算補

正」による。 

 

令和４年３月２２日提出 

 

恵庭市長 原 田   裕 
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（千円）

国庫支出金 道支出金 地 方 債 その他 一般財源

1 1 1 4
廃棄物処理事業費 廃棄物処理管理費 廃 棄 物 処 理 管 理 費 産業廃棄物処理施設基金積立金 △ 519 △ 17,280 16,761

△ 519 0 0 0 △ 17,280 16,761合　　　　　　　　　　　　計
一般財源の内訳
一般会計繰入金 16,761

補 正 額
補   正   額    の    財    源    内    訳

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

手数料の減少に伴う積立金の減および財源内訳の変更

経 費 名

説　明　資　料
（産業廃棄物処理事業特別会計）

款 項 目
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